
別紙様式３

令和4年11月30日

分任支出負担行為担当官                          

近畿中国森林管理局

京都大阪森林管理事務所長　中塚　仁司

工事種別 工事概要 入札方式

木製フェンス新設　29.4m 一般競争入札

既設ブロック塀解体撤去　2.40m3 （価格競争）

予定価格（税抜き） 契約年月日

3,030,000円 令和4年11月30日

契約金額（税抜き） 工事完成の時期

2,657,000円 令和5年2月

○予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。以下「予決令」という。）第73条の規定に基づく競争参加資格

別添「入札公告」のとおり

○競争に参加しようとした者の商号又は名称並びにそのうち競争に参加させなかった者の商号又は名称及びその者を参加させなかった理由

別添「競争参加資格確認結果書」のとおり

○入札者の商号又は名称及び各入札者の各回の入札金額

別添「入札筆記書」のとおり

○予定価格の作成に用いた積算価格についての内訳

別添「工事積算内訳書」のとおり

　

　

令和4年12月

令和４年度　京都大阪森林管理事務所公共工事契約状況

工事名 施工場所

箕面森林事務所囲障撤去及び新設工事 建築工事

調査基準価格（税抜き） 契約相手方の商号又は名称及び住所

－ 株式会社　北陽　大阪府大阪市東淀川区菅原７-１-２１

工事着手の時期

大阪府箕面市箕面2-12-40

（箕面森林事務所）



次のとおり一般競争入札（政府調達対象外）に付します。

令和４年10月17日

工事概要

箕面森林事務所囲障撤去及び新設工事（電子入札対象案件）

大阪府箕面市箕面２－１２－４０ 箕面森林事務所

別冊図面及び別冊仕様書のとおり

契約締結の翌日から令和５年２月25日まで

は、発注者の承諾を得て紙入札方式に代えることができる。

競争参加資格

本事業の入札に参加できる者は、次のすべてに該当する者とする。

に該当しない者であること。

は、第70条における特別の理由がある場合に該当する。

(２)

(３)

(４)

分任支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局
京都大阪森林管理事務所長 中塚 仁司

者については、手続開始の決定後、近畿中国森林管理局長が別に定める手続に基づく一般競争参

同種工事 ：建築一式工事（新築、増築、改築又は修繕）の施工実績を有するもの。

(２)

(３)

近畿中国森林管理局における令和３・４年度に係る一般競争参加資格の「建築一式工事C､Ｄ等級」

本工事は、入札を電子入札システムで行う対象工事である。なお、電子入札システムによりがたい者

予算決算及び会計令(昭和22年勅令第165号(以下｢予決令｣という。))第70条及び第71条の規定

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者

の認定を受けていること（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなさ

れている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている

工 期

工 事 内 容

(５)

(４)

入札公告(建設工事）

２

(１)

１

(１)

に示す同種工事を施工した実績を有すること（共同企業体が同種工事を施工した場合における構成

員の実績については、出資比率が20％以上である構成員に限り、当該構成員の実績として認める。）。

会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者（上記（2）の再確認を受けた者を除く。）でないこと。

平成19年４月１日から令和4年３月31日までの間に元請けとして完成・引渡しが完了した、以下

加資格の再認定を受けていること。）。

工 事 名

工 事 場 所



(５)

(６)

(７)

(８)

(９)

(10)

(11)

(12)

平成19年４月１日から令和4年３月31日までに完成・引渡しが完了した上記(4)の同種工事の施工

経験を有する者であること。

に準ずる者であること。

⑤ 本工事について、本店、営業所等の専任技術者は、兼務できない。

開札の時までの期間に、近畿中国森林管理局長から「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領に

いこと。

競争参加資格確認申請書、競争参加資格確認資料（以下「申請書等」という。）の提出期限の日から

共同企業体の構成員としての経験は、出資比率が２０％以上である場合のものに限る。 ただし、

共同企業体であっては、１人の主任技術者又は監理技術者が同種工事の経験を有していればよ

い。

なお、当該経験が公共工事に係る経験で、工事成績評定がある場合の評定点が65点未満のもの

は経験として認めない。

④ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者又はこれ

ついて」（昭和59年6月11日付け59林野経第156号林野庁長官通知）に基づく指名停止を受けていな

用   途  ：庁舎又は事務所、住宅

次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を建設業法(昭和24年法律第100号）に基づ

き配置できること。次に示す現場代理人が常駐できること。

① １級若しくは２級建築施工管理技士

② 建設業法第7条第2号イ、ロ又はハの何れかに該当する者。

③

以下に定める届出をしていない建設業者（届出の義務のない者を除く。）でないこと。

森林管理局長等が発注した工事で、令和２年度及び令和３年度に完成・引渡しした工事の実績で

工事成績評定がある場合は、当該工事に係る評定点の平均が65点以上であること。

上記１に示した工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本関係又は人的関係がある

建設業者でないこと。

入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと（資本関係又は人的関係がある

者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く。）。（入札説明書参照）

建設業法に基づく本店、支店又は営業所が、大阪府内、又は隣接する京都府内、兵庫県内、和歌

山県内、奈良県内に所在すること。

業体の本店所在地が、上記区域内であること。

警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、農林水

産省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

① 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出

②

なお、同種工事の施工実績の公共工事のうち、入札説明書に示すものに係る実績である場合にあ

っては、工事成績評定がある場合の評定点(以下「評定点」という。）は65点未満のものは実績として認

められない。

共同企業体にあっては、すべての構成員が上記の基準を満たす施工実績を有すること。

厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出

また、共同企業体として技術提案書等を提出する場合は、有資格者名簿に記載されている共同企



３． 競争参加資格の確認等

(１)

受けなければならない。

(２) 申請書等の提出期間、場所及び方法

：

く。）の９時00分から17時00分まで（12時00分から13時00分までを除く。）。

： 〒602-8054

京都市上京区西洞院通り下長者町下ル丁子風呂町102

京都大阪森林管理事務所 総務グループ

電話 075-414-9822

：

(３)

は本競争入札に参加できない。

(４)

４． 入札手続等

(１) 担当部局 ： 3の（2）の②と同じ。 

(２) 入札説明書等の交付期間、場所及び方法

：

17時00分まで（12時00分から13時00分までを除く。）

②  交付、閲覧場所 ： 上記（１）と同じ

：

ができる記録媒体（ＣＤ－Ｒ、ＣＤ－ＲＷに限る。）を持参すること。

(３) 入札及び開札の日時、場所及び提出方法

令和４年10月17日から令和４年11月23日まで（休日等を除く。）の９時00分から

63年法律第91号）第1条第1項に規定する行政機関の休日（以下「休日」という。）を除

によるものは受け付けない。ただし、承諾を得て紙入札による場合は、申請署等は上

落札者の決定の方法

令和４年10月18日から令和４年10月31日まで（行政機関の休日に関する法律（昭和

本競争の参加希望者は、上記2に掲げる競争参加資格を有することを証明するため、次に掲げると

配付資料は無料である。電子データを交付するので、電子データを記録すること

入札書は、電子入札システムにより提出すること。ただし、やむを得ない事情により発注者の承諾

を得た場合は、紙入札方式による入札書を持参すること。なお、郵送等の持参以外の方法による提

出は認めない。

③ 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第7条の規定による届出

① 提出期間

② 申請書等

③  そ の 他

記②に持参又は郵送（書留郵便に限る。）すること。

落札者の決定は、競争参加資格の確認がなされた者の中で予決令第79条の規定に基づいて作

ころに従い、申請書等を提出し、分任支出負担行為担当官から競争参加資格の有無について確認を

電子入札システムを用いて提出すること。詳細は入札説明書によるものとし、ＦＡＸ

成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とす

る。

電子入札システムにより入札を予定している者は、電子入札システム内の入札説明書等ダウン

ロードシステムから入札説明書等必要な情報を入手すること。

なお、やむを得ない事情等により承諾を得て紙入札方式により入札を予定している者等には下記

①～③により交付する。

① 交付期間

③  そ の 他

上記(2)の①に規定する期限までに申請書等を提出しない者又は競争参加資格がないと認めた者



５． その他

(１) 手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限る。

(２) 入札保証金及び契約保証金

ア

イ

(３) 工事費内訳書の提出

(４) 入札の無効

(５) 配置予定主任技術者等の確認

(６) 契約書作成の要否 ： 要

(７) 関連情報を入手するための照会窓口 ： 上記3の(2)の②と同じ。

(８) 一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加

ると確認された旨の通知書の写し及び代理人が入札する場合は委任状を持参すること。

③ 分任支出負担行為担当官から競争参加資格のあることを確認された者であっても、開札の時にお

いて上記2に掲げる資格がない場合は、競争参加資格がない者に該当する。

① 電子入札方式による入札の開始は、令和４年11月21日 ９時00分、 締め切りは、令和４年11月24

② 紙入札方式により持参する場合の締め切りは、令和４年11月24日 10時00分に京都大阪森林管

理事務所 会議室へ持参のうえ入札すること。

④ 紙入札方式による入札の執行に当たっては、分任支出負担行為担当官により競争参加資格があ

③ 開札は、令和４年11月24日 10時30分に京都大阪森林管理事務所 会議室において行う。

① 入札保証金 ：免除

② 契約保証金 ：納付

なお、当該工事費内訳書未提出の入札は無効とする。

① 本公告に示した競争参加資格のない者が行った入札、申請書等に虚偽の記載をした者が行った

② 無効の入札を行った者を落札者としたことが明らかとなった場合には、落札決定を取り消す。

入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。

ただし、以下の条件を満たすことにより契約保証金の納付に代えることができる。

金融機関若しくは保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第

利付き国債の提供

184号）第2条第4項に規定する保証会社をいう。）の保証。

また、公共工事履行保証証券による保証を付した場合又は履行保証保険契約の締結を行った

場合には、契約保証金の納付を免除する。

第１回の入札に際し、第１回の入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳書を電子入

札システム等により提出を求める。発注者の承諾を得て紙入札方式により入札する場合は、入札書

とともに工事費内訳書を提出すること（様式は任意）。

日 10時00分。

落札者決定後、CORINS（一般財団法人日本建設情報総合センターの工事実績情報システム）

等により配置予定の主任技術者等の専任制違反の事実が確認された場合、契約を締結しないこと

がある。なお、分任支出負担行為担当官によりやむを得ないものとして承認された場合の他は、配

予定主任技術者等の変更は認められない。



(９)

(10)

本案件は、申請書等の提出及び入札を電子入札システムで行うものであり、詳細については、入札

基づき、書面・押印・対面の見直しの一環として、押印省略などに取り組んでいます。

建設業者においては、建設業法上、その営業所ごとに専任の技術者を置くことになっており、工事の

主任技術者等は原則兼務できないことに留意すること。

お知らせ

１ 農林水産省の発注事務に関する綱紀保持を目的として、農林水産省発注者綱紀保持規程(平

成19年農林水産省訓令第22号)が制定されました。この規程に基づき、第三者から 不当な働き

かけを受けた場合は、その事実をホームページで公表するなどの綱紀保持対策を実施していま

す。詳しくは、近畿中国森林管理局のホームページ 「発注者綱紀保持対策」 をご覧ください。

２ 農林水産省は、経済財政運営と改革の基本方針2020について（令和２年７月17日閣議決定）に

上記2の(2)に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も上記3の(2)により申請書等を

提出することができるが、競争に参加するためには、開札の時において、当該資格の認定を受け、

かつ競争参加資格の確認を受けていなければならない。

説明書及び「電子入札システム運用基準」（平成16年７月29日付け16林政政第269号林野庁長官通

知）による。



 （別添１）

１ ⼯ 事 名： 箕⾯森林事務所囲障撤去及び新築
２ 発注機関名： 京都⼤阪森林管理事務所
３ ⼊札公告⽇： 令和４年10⽉17⽇
４ 競争参加資格確認結果通知⽇： 令和４年11⽉2⽇

資格の有無

有

競争参加資格確認結果書

資格確認申請者 資格がないと認めた理由

株式会社 北陽
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数量 単位 単価 金額 備　　考

直接工事費

木製フェンス新設工事 1 式 1,857,550 1,857,550

東側：15.7m、西側：13.7m
タカショー　タンモクひのき同等品
フェンス高：1430mm、13段貼、
隙間15mm

既設ブロック塀解体撤去工事 1 式 270,000 270,000
延長：15.77m（門柱ほか含む）
2.40㎥

処分費 1 式 100,000 100,000

　  直接工事費 計 2,227,550

共通仮設費 3.51 % 養生・片付け含む

　  　共通仮設費 計 78,000

　　　純工事費　 計 2,305,550

現場管理費 12.28 % 283,000

　　　工事原価 計 2,588,550

一般管理費 17.22 % 446,000

　　　工事価格 計 3,034,550

3,030,000 発生材処分費含む

消費税相当額 10 ％ 303,000

　　　請負工事費　計 3,333,000

合計

工事数量内訳書 

（工事名）箕面森林事務所囲障撤去及び新設工事

種　　　別

建築工事




